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宇宙基本計画
20年程度を視野に10年間の長期整備計画（2015年 閣議決定）

１２月目途
宇宙開発戦略本部

改訂版の決定
（予算案の決定）

６月頃
宇宙開発戦略本部

改訂に向けた
中間取りまとめ

工程表
（１０年間の基本計画を実現するための

実行計画）
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宇宙基本計画の工程表改訂に向けて

９月

政府にて
予算要求

１０～１１月
交渉・調整

次期改定に向け重点
として挙げておくべき
項目は何か？



宇宙利用産業の振興に向けた
取組みについて
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現在の宇宙ベンチャーの政府支援策の全体像

企業価値（時価） 事業化
（上場、M&A）

スタートアップ段階 成長段階 事業化

宇宙ﾋﾞｼﾞﾈｽ発掘（S-Booster）
（内閣府）

案件発掘と専門家によるメンタリングを
組み合わせたビジネスアイデアコンテスト

ｽﾍﾟｰｽ･ﾆｭｰｴｺﾉﾐｰ創造ﾈｯﾄﾜｰｸ
（S-NET）（内閣府）
異業種交流の場やセミナー等を通じた
ネットワーキング活動

先進的利用モデル実証（内閣府・経産省）
先進的なデータ利用モデルを実証

宇宙開発利用大賞
（内閣府・関係省庁）
グッドプラクティスを表彰

宇宙関連２法
円滑な事業活動のた
めの環境整備

成長段階

衛星データのオープン＆フリー化（経産省）
ベンチャー向け技術支援（JAXA）

政府系機関による
リスクマネー供給
産業革新機構、

日本政策投資銀行等による
リスクマネー供給（出資）

投資マッチング・サイト（S-Matching）
（内閣府・経産省）
ビジネス・アイデアを有する

個人・ベンチャーと投資家等とのマッチング

・国内外で宇宙ベンチャーの参入が活発化しており、宇宙産業ビジョン２０３０を契機として、
宇宙ベンチャー支援のための新たな施策を推進。
・一方で、世界的な競争も激化しており取組を一層加速していく必要。



○宇宙政策全体を一望できるウェブサイトが必要ではないか。

○投資家と投資を受け側のマッチングをS-Matchingというサイトを作る
だけでは不十分で、仲介役を果たす者が必要ではないか。

○宇宙関係のビジネスへの参入はまだ敷居が高い。気軽には入れる小さな
イベントなどがあるとよいのではないか。地方行脚のようなことが必要で
はないか。

○政府の機能として、R&D、インキュベーション、規制、調達といったこ
とが考えられるが、日本としてどこに重点をおくべきか考えることが必要
ではないか。

○資金の他にも、人材のマッチングが必要ではないか。グローバルに活躍
する企業は人材も国際化しており、海外人材を呼び込む施策も重要ではな
いか。
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宇宙ベンチャー支援等に関するご意見等



ü 既存に実施している施策の課題はないか？
－S-NETなど既存取組について見直すべき事項はあるか。

ü 強化・重点化すべき施策はあるか？
－H31要求を見据えて拡充・重点化すべき施策は何か。
（例：利用官庁の巻き込みをどのようにしたら良いか。）

ü 不足している支援は何か？
－スタートアップから事業化までシームレスな支援策となっているか。
（どこかで途切れていないか？人・モノ・カネ・戦略等での支援はカバーしているか？）
－政府支援策・宇宙利用事例を十分に投資家・非宇宙等に発信できているか。

本日の部会でご議論いただきたいこと

課題

強化

支援
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工程表中間とりまとめを念頭に、具体的な事例（モデル実証事業、宇宙開発利用大賞等）に即
して、今後の宇宙産業の振興に向けた課題を抽出し強化していくべき施策の方向性をご議論
いただきたい。



以下、参考資料
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宇宙データ利用モデル実証事業について
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衛星データ 地上データ

✓気象情報

✓河川情報

✓交通情報

✓土地利用

✓海洋資源 等

ユーザニーズ

✓気候／気象

✓災害対応

✓交通・物流

✓農林業

✓海洋管理 等

様々なプレイヤー

✓地方公共団体

✓ＩＴ事業者

✓大学

✓金融 等

実
証

ユ
ー
ザ
ー
指
向
の
サ
ー
ビ
ス
モ
デ
ル
創
出

採択事業：
「衛星データを利用したドローン自律航法管制プラットフォーム」
「GNSSと地上データの融合による新たなスポーツ市場の開拓」
「途上国農家ビッグデータとリモセンによる農業金融サービスの実証 など

１．宇宙データ利用モデル事業による利用拡大
u 約１ヶ月間の公募の結果、25件の応募あり。
u 有識者による検討会での議論を踏まえ、7件のプロジェクトを採択。今年度末まで実証を行い、
結果を公表予定。

· 衛星データから利用を検討するのではなく、ニーズ側から様々なデータ（Ｇ空間情報）の一つとして
衛星データの活用を検討。

· 現場ニーズを有する者、地方公共団体・ＩＴ事業者などを巻き込み、新たなソリューションを実証。
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実証分野 応募名 応募者（構成企業） 衛星データ

農林水産
金融
途上国農家ビッグデータとリモセン
による農業金融サービスの実証

①株式会社三菱総合研究所
②スカパーJSAT株式会社

③Agribuddy Ltd
④慶応義塾大学

リモセン

農林水産
地方創生

衛星ビッグデータを活用した里山黄
金郷創出事業～竹林から～

①宇部興産コンサルタント株式会社
②株式会社ニュージャパンナレッジ
③株式会社常盤商会
④宇部市
⑤山口大学

⑥地方独立行政法人山口県産業技術センター
⑦地方独立行政法人山口県農林総合技術センター
⑧一般財団法人宇宙システム開発利用推進機構
⑨産業技術総合研究所

リモセン

防災
衛星リモートセンシングによる森林
火災早期検知モデルの実証

①住友林業株式会社
②Sumitomo Forestryインドネシア
③パランカラヤ大学（インドネシア）

④日本電気株式会社
⑤産業技術総合研究所

リモセン

地理空間
情報
衛星データを利用したドローン自律
航法管制プラットフォーム

①NTT空間情報株式会社
②オリックス・レンテック
③NTTデータCCS

④テラドローン株式会社
⑤NTTコミュニケーションズ株式会社

リモセン
測位

保険
衛星データと深層学習による推定収
量を活用した農業保険の開発

①SOMPOリスケアマネジメント株式会社
②損害保険ジャパン日本興亜株式会社
③Sompo Insurance (Thailand) Public 
Company Limited

④Bank for Agriculture and Agricultural 
Cooperatives
⑤東京大学 空間情報科学研究センター
⑥一般財団法人RESTEC
⑦JAXA

リモセン

スポーツ
GNSSと地上データの融合による新た
なスポーツ市場の開拓

①NTTコムウェア株式会社
②株式会社アシックス
③慶應義塾大学大学院SDM研究科

④パフォーマンスゴールシステム株式会社
⑤横浜市港北区
⑥その他協力団体・企業

測位

農林水産
プラット
フォーム

宇宙ビッグデータSDGs農林牧畜業プ
ラットフォーム海外展開事業

①株式会社アットビジョン
②Fairbrother Industries Limited.
③TKS BRASIL APOLO ADMINISRATIVO
④宇宙システム開発利用推進機構

⑤WiredIn Ltd
⑥東京大学 空間情報科学研究センター
⑦国立研究開発法人産業技術総合研究所

リモセン

２．実証チーム一覧



３．実証結果概要（途上国農家ビッグデータとリモセンによる農業金融サービスの実証）

途上国農家ビッグデータとリモセンによる農業金融サービスの実証

Agribuddy, Ltd
株式会社三菱総合研究所、スカパーJSAT株式会社、
慶應義塾大学システムデザイン・マネジメント研究科

途上国においては、農家向けの投資が必要であるにも関わらず、農地の資産評価（収益性）や信
用評価が正しく実施できない（結果、投資の機会を逸している）という問題がある。

そこで、カンボジアを対象に、現場収集データ（農家の収入・収量、スマホを用いた農地状況の報
告）とリモセンデータによる農地の地理的状況、実際の作付状況、インフラ整備状況を把握し、農
家の信用力を評価するモデルを構築し、これによりファイナンスが可能となるか評価を行った。

Agribuddy収集
現場データ

農地評価
（ 収量）
【 面情報】

クレジッ ト
スコア
（ 与信情報）

農家評価
（ 支出・ 収入）
【 点情報】

現場観測データ

農家ビッ グデータ
（ 農地面積・ 位置・
栽培作物・ 品種・ 水
アクセス有無・ 機械
化・ 栽培状況・ 病害
虫状況等）

現場訪問、 ”Buddy”による情報収集

統計等他データ
（ 作物価格デー
タ ・ 収穫高デー
タ ・ 各農業資材
データ ・ 必要使
用量データ ）

現地訪問、 Buddyスマート フォンアプリによる収集
※現在は、 データ入力頻度と 、 正しさ （ 査察と電話
確認） で優良農家を評価

従前のサービス範囲

データから収集した水路状況では最新状況が不明

農家からの点情報
やインタビュー
ベースの情報では、
正しさが分からず、
貸出判断にも影響。

↓
農家の収入
（ ≒収穫量） の
「 証明」 がほし い。

貸付主体

? Agribuddy収集
現場データ

Open Data
(Sentinel等)

高時間分解
能データ
(Planet等)

水没リスク
（ 時間変化）

農地評価
（ 収量）
【 面情報】

クレジッ ト
スコア
（ 与信情報）

観測データ （ 衛星）

農家評価
（ 支出・ 収入）
【 点情報】

現場観測データ

SARデータ
(PALSAR-2
等)

荒天時の観測高頻度観測広域観測

二期作の有無
（ 農地変化）

水路アクセス
（ 水源位置・
距離）

農家ビッ グデータ
（ 農地面積・ 位置・
栽培作物・ 品種・ 水
アクセス有無・ 機械
化・ 栽培状況・ 病害
虫状況等）

現場訪問、 ”Buddy”による情報収集

統計等他データ
（ 作物価格デー
タ ・ 収穫高デー
タ ・ 各農業資材
データ ・ 必要使
用量データ ）

衛星で面的に広範で高頻度の信頼性のある情報を
効率的に低コスト で収集し 、 農地評価を実施
（ 現状サービスで弱点である面的情報を強化）

従前のサービス範囲 本実証の対象範囲（ 追加機能）

衛星から取得した
画像が農家の収入
（ ≒収穫量） の
「 証明」 となる。
↓
安心して
貸付が出来る。

貸付主体算出したクレジッ ト スコアに基づき、 資金・ 機材等を貸付。
収穫後、 収入を得た農家から資金回収。

（ 衛星からこの収穫後の回収タイミ ングも確認可能）
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３．実証結果概要（途上国農家ビッグデータとリモセンによる農業金融サービスの実証）

linear regression line

Plot of Crop Yield Vs Maximum NDVI Value

DATA USED R2 VALUE

SURVEY DATA ONLY 0.2582031

SURVEY DATA AND SATELLITE DATA 0.4417217

NDVIの変化から、
二期作の状況把握可能

与信評価
モデルに
衛星データを組み込み改善

貸付農家2万戸×1500USD
≒30億円の売上が当面の目標
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D

契約農家の数 千戸

2018年目標

現在

20万戸
（ ＝カンボジア
全農家の10%）
が最終目標

貸付農家2万戸×1500USD
≒30億円の売上が当面のターゲッ ト
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３．実証結果概要（衛星ビッグデータを活用した里山黄金郷創出事業～竹林から～）

衛星ビッグデータを活用した里山黄金郷創出事業～竹林から～

里山環境保全事業主体山口県宇部市 宇部興産コンサルタント株式会社
株式会社ニュージャパンナレッジ
株式会社常盤商会

里山環境保全に必要な情報を衛星データと地上データから作成・提供することで、経年変
化の考慮や現地調査の負担軽減を実現する。
具体的には、喫緊の課題である竹林について、エネルギー資源と6次産業化の観点から竹林
分布等の情報を提供し、竹資源利用の効率化を図る。

航空写真を使った目視確認

現地調査

竹林マップ

紙中心の調査や数年に一度のデータ更新で
里山情報管理はコストがかかる

衛星データ･ICTによる現地調査コスト縮減
効率的な里山管理システム構築

事務所

現場写真

GISサーバ

事務所用ツール

衛星データ
地上データ

現地

現地調査支援
ツール

衛星データを使った解析
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３．実証結果概要（衛星ビッグデータを活用した里山黄金郷創出事業～竹林から～）

①竹林の効率的な伐採支援とバイオマス向け再生循
環に有効な情報提供
②森林のみならず耕作放棄地、防災等へ応用
自治体や民間へ向けてのビジネス展開による「里山
黄金郷」の実現に繋がる

Sentinel-2 (9band 分解能20m) 等

宇部市提供 (地籍、竹林間伐)
山口県提供 (森林、竹林、竹林皆伐)
オープンデータ (道路、標高、防災等)

竹の生育時期に着目した衛星データにより、精緻
な航空写真を用いた竹林分布図(既往)に較べて、
相応の竹林分布把握ができた

地上データが未整備な地域でも、衛星データによ
り「竹林その他樹種分布」が適宜把握でき、既存
森林GISの高度化により伐採計画や施業の効率化
に貢献可能

衛星データと地上データとの整合
衛星;Sentinel-2,Landsat,Worldview-2
地上;森林GIS（既往竹林分布域）

衛星データ解析 現地調査

現地調査では、現地調査支援ツール
「FIELDNAUT」を用いた情報収集
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３．実証結果概要（衛星リモートセンシングによる森林火災早期検知モデルの実証）

衛星による広域監視、短波長赤外線を用いた
小規模火災の発見で、被害を最小に 14



３．実証結果概要（衛星リモートセンシングによる森林火災早期検知モデルの実証）

実験回数 検知成功 非検知

インド
ネシア

11回 2回 9回*

日本 2回 2回 0回

・日中の約φ2mの火の検知に成功
・インドネシア特有のスペクトルを考慮しア
ルゴリズムの改善を実施

森林火災の早期検知システムの構築に向け、実装を見据えたアルゴリズムのさらなる改善検討、
雲による特性変化をカバーするための時間分解能の改善が必要。

現地材料を用いた火災実験の様子 実験時の衛星画像

・現在火災検知に用いられている熱/中間赤外セン
サではなく、短波長赤外センサのデータを用いる
ことで、より小さい火を高い位置精度で発見でき
る。（センサ空間分解能による特徴）

・太陽反射の影響を除去するため、近赤外線デー
タとの比をとる
・夜間に日本でφ1.3mの火を検知した実績あり
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観測周波数と検知可能面積の関係

【シミュレーション条件】
NIR 反射率 = 0.25
SWIR反射率 = 0.20
背景の地表温度 = 20℃

*非検知要因：うち7回は雲、2回は火のサイズ（実験制約）

© AIST
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NIR
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